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公助を引き出す⾃助の取り組み
〜情報提供の在り⽅再考



本⽇の内容
１．公助が担うべきは「情報開⽰」と「住⺠参加」
２．具体的な取り組み：新潟市の事例
「都⼼」BRT導⼊→「郊外」バスの増便
2.1 郊外型:住⺠による住⺠バス⽴ち上げまで
2.2 住⺠バスの仕組み
2.3 住⺠バス、⾼齢化への対応
2.4 住⺠の⾃助の取り組み
3．加⻄市北条鉄道の事例



1．今「公」が担うべきなのは
⼗分な「情報開⽰」と「住⺠参加」

•公営にしろ、⺠営にしろ、「公共交通の問題点」の
多くは、住⺠参加がほとんどないことに起因している

•公共交通は「与えられるもの」「あってあたりまえ」
→費⽤対効果・継続に必要な乗⾞率についての情報がない
→公共交通事業の経営状況が分からないなかで、
「減便」「路線廃⽌」が発表される

•公共交通事業者や不採算事業への税⾦投⼊への反対もある。
◎事業者の情報開⽰ ①情報の適宜提供による住⺠の公共交通サービスに関する予⾒性の確保
◎住⺠への情報開⽰ ②路線維持のための補助⾦総額などを明⽰し、住⺠に公共交通利⽤のための

「⾏動変容」を促す
◎交通計画等策定の際に③現在の利⽤者のみならず、多様な世代の⼗分な住⺠参加を促す



2．具体的な取り組み：新潟市（BRT導⼊）

出典：
https://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/doro/kotsu/newsystem/index.files/H30B
RTkoremade.pdf

・H21：街中はバスで混雑、郊外は本数が少なくて不便な
状態を解消するために、当初はLRTを検討

・H22〜H24：新たな交通システム導⼊検討委員会でBRTが
適当との議論が⼤きくなり、BRT導⼊へ

・H27:連接バス4台を導⼊し、路線網の再編を実施
（新潟市がバスを購⼊し、交通事業者に貸与するという
スキームで実施）

・H30：開業時は全体で3017本が3319本に増便
◎開業3年で利⽤者は2.3％（53.7万⼈）増

★公設⺠営⽅式で⾞両4台分で約5億円、交通結節点や案内
システムの整備等で総額約30億円/20年で年間1億5千万円
（そのうち、国からの補助⾦が年7,500万円）



2.1 具体的な取り組み：新潟市（区バス・住⺠バス）
• 需要が⾒込めず、バス路線が廃⽌になった区では「区バス」や
「住⺠バス」を⾛らせている（⾞両の型は様々）。
• 運⾏は区ごとに事業者に委託しており、⾚字は市が負担している。
• 市の負担額は「区バス」「住⺠バス」で年間各1億円程度
（新バスシステム導⼊で浮いた公費を投⼊）

• 住⺠バスは採算ラインが3割
→市が毎⽉利⽤状況を住⺠に開⽰し、運賃の収⼊が費⽤総額の3割を切り
そうな⽉は区役所や事業者がアラートを出す。それを受けて地域住⺠が
近所に「乗⾞お願い」のビラを配るなどの需要喚起を⾏っている
＝住⺠が⼀定の需要創出にコミットメントする仕組み

・サービス内容（ダイヤ、回数券やシニア割、免許返納、こども割引、
⼟⽇の運⾏などについて住⺠⾃⾝が費⽤との⾒合いで決定している）



2.2 住⺠バスの仕組み

新潟市「住⺠バス⽴ち上げガイドライン」の抜粋

住⺠バス事業の⽴ち上
げは、住⺠⾃⾝が
①地域交通団体を⽴ち
上げ
②運⾏事業者を選定し、
③運⾏内容と事業企画
書を作成することから
始まる

＊運賃による収⼊が
3割を切ったら、地域
交通団体が負担するこ
とになるため、バス利
⽤に対する強いコミッ
トメントを⽣んでいる



2.3 住⺠バスも⾼齢化の進展への配慮へ

• H27年4⽉1⽇からR5年3⽉31⽇の間は最⼤85％の補助へ
計算式＝⼈⼝密度×⾼齢化率による補正×公共交通空⽩地域解消による補正

（バス路線300m圏域）：新潟市より提供された資料（2022年7⽉27⽇）

コミュニティ佐潟バス カナリア号 にこにこ号 Qバス 陽光・松浜・
濁川地区 ⽉潟地区 横越地区（南

ルート）
横越地区（北
ルート）

300m圏域⼈⼝密度A 354 1069 6993 2822 1000 644 617 634
⾼齢化率 0.14% -1.80% 6.63% 2.12% 1.17% 4.25% -4.16% -2.29%
⾼齢化率による補正B 1000 1000 0.82 0.94 0.97 0.88 1 1
交通空⽩地域解消率 91.50% 81.80% 29.30% 11% 40.30% 40.70% 97.30% 87.30%
交通空⽩地域解消率による補正C 0.55 0.6 0.9 0.8 0.8 0.8 0.55 0.6

補助率算定⼈⼝密度 A×B×C 195 641 5161 2574 776 453 339 380
補助率 85% 80% 70% 75% 80% 80% 80% 80%
必要収⽀率 15% 20% 30% 25% 20% 20% 20% 20%
参考：H25年度の収⽀率 28% 22% 37% 38% 36% 25% 24% 13%

*⻩⾊のマスは、必要収⽀率が30％を切っていたので地域公共団体は多額の費⽤
負担があったが、今回の措置で軽減されている。

⼈⼝密度や⾼齢化
率は直近の国勢調
査のデータ利⽤、
空⽩地帯はGISを

活⽤



2.4 住⺠⾃助の例（⽉潟住⺠バス便りR3年1⽉発⾏分抜粋）



3．加⻄市北条鉄道の事例
・北条鉄道株式会社副社⻑（当時）
佐伯武彦⽒発案

市報に⽚道無料券を付けることで、帰りは有料
で乗ってもらい、鉄道の良さを認識してもらい
ながら利⽤者増による収⼊増の試みを実施（平
成24年10⽉〜令和2年7⽉）。
・キャンペーンと乗降数の因果関係を
証明できなかった。

・佐伯⽒退任により、現在は
実施していないとのこと

（北条鉄道:⼤橋さんよりメールで先⽉返答有） 広報かさい 2013年8⽉号より抜粋

市⺠に「鉄道経営」の切迫
や鉄道維持への⾃助を促す
情報提供だったのか？



まとめ
•公共交通は「与えられるもの」「あってあたりまえ」
→費⽤対効果・継続に必要な乗⾞率についての情報がない
→公共交通事業の経営状況が分からないなかで、
「減便」「路線廃⽌」が発表される

•住⺠参加（⾃助）をどう促すのか
•新潟の事例は公助で⾃助を引き出し、また⾃助で公助を引き
出している。⾃助（公共交通利⽤という⾏動変容を含めて）を
引き出すために、精緻な計算⽅式を⽤いて公平さを担保しなが
らも、情報の分かりやすい伝え⽅を⾃助と公助で実践している。


